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れ､ 242 (エネルギーマネジメントにかかわる 			) が設立された｡ 
(			：プロジェクト委員会) とは規格を開発する委員会であるが､ 該当分
野の特定規格の開発を目的に組織され､ 規格発行後は解散する｡














ある｡ この規格は､ 特定の製品の性能及び仕様に関する規格ではなく､ エネルギーパフォーマ
ンスに対して影響を与える全ての変数に関する規格で､ 広範囲に渡って適用することが可能で
ある｡ 50001は産業部門だけではなく､ 輸送部門を始め家庭用を含めた民生部門全般の､




第２項で記述した2009年の統一規格 ｢16001｣ は､ 14001がベースとなっていた｡
従って欧州からは､ 50001の開発当初よりこの規格を14001と整合させることが提案さ
れた｡ 審議の結果､ 適用範囲 (箇条１) の表現､ 用語及び定義 (箇条３)､ エネルギー方針の











４. １ 一般要求事項 ４. １ 一般要求事項
４. ２ 環境方針 ４. ２ エネルギー方針
４. ３ 計画 ４. ４ エネルギー計画
４. ３. １ 環境側面 ４. ４. １ 一般
４. ４. ３ エネルギーレビュー
４. ４. ４ エネルギーベースライン
４. ４. ５ エネルギーパフォーマンス指標
４. ３. ２ 法的及びその他の要求事項 ４. ４. ２ 法的要求事項及びその他の要求事項
４. ３. ３ 目的､ 目標及び実施計画 ４. ４. ６ エネルギー目的､ エネルギー目標及
びエネルギーマネジメント行動計画
４. ４ 実施及び運用 ４. ５ 実施及び運用
４. ４. １ 資源､ 役割､ 責任及び権限 ４. ２ 経営層の責任
４. ２. １ トップマネジメント
４. ２. ２ 管理責任者
４. ４. ２ 力量､ 教育訓練及び自覚 ４. ５. ２ 力量､ 教育訓練及び自覚
４. ４. ３ コミュニケーション ４. ５. ３ コミュニケーション
４. ４. ４ 文書類 ４. ５. ４ 文書化
４. ５. ４. １ 文書化要求事項
４. ４. ５ 文書管理 ４. ５. ４. ２ 文書管理
４. ４. ６ 運用管理 ４. ５. ５ 運用管理
４. ５. ６ 設計
４. ５. ７ エネルギーサービス､ 製品､ 設備及
びエネルギーの調達
４. ４. ７ 緊急事態への準備及び対応
４. ５ 点検 ４. ６ 点検
４. ５. １ 監視及び測定 ４. ６. １ 監視､ 測定及び分析
４. ５. ２ 順守評価 ４. ６. ２ 法的要求事項及びその他の要求事項
の順守評価
４. ５. ３ 不適合並びに是正処置及び予防
処置
４. ６. ４ 不適合に対する修正処置並びに是正
処置及び予防処置
４. ５. ４ 記録の管理 ４. ６. ５ 記録の管理
４. ５. ５ 内部監査 ４. ６. ３ の内部監査
















４. ４. ３ エネルギーレビュー
組織は､ エネルギーレビューを構築し､ 記録し､ 維持しなければならない｡ エネルギー
レビューを構築するための方法論及び基準は､ 文書化しなければならない｡ エネルギーレ
ビューの構築においては､ 組織は次の事項を行わなければならない｡




) 次によって､ エネルギーの使用及び使用量の分析に基づき､ 著しいエネルギーの使用
の領域を特定する｡






) エネルギーパフォーマンスを改善するための機会を特定し､ 優先度を決め､ 記録する｡
注記 機会には､ 潜在的なエネルギー源､ 再生可能エネルギーの利用又は廃棄エネルギー
のようなその他の代替エネルギー源の使用に関係するものもある｡






｢４. ４. ３ エネルギーレビュー｣ では､ 組織がエネルギーパフォーマンスの改善をどこ
で行うのか､ 改善の計画の対象としてどこを優先するのかを検討・決定するという､ 計画のコ
アプロセスについての要求事項が書かれている｡ この決定プロセスは､













利用用途とは､ どのような機器で利用するのか､ どのような目的､ どのようなプロセスで使用










 エネルギー使用及び使用量に著しく影響を及ぼす施設､ 設備､ システム､ プロセス､ 要員
の特定




使用量に著しく影響を及ぼす施設､ 設備､ システム､ プロセス､ 要員そのものが ｢著しいエネ
ルギー使用の領域｣ と考える｡ 具体的には､ ) で整理されたエネルギーデータから､ エネル
ギー使用量の大きい施設､ 設備､ システム､ プロセスを特定すること､ また､ エネルギーパフォー
マンスの改善の可能性の高い施設､ 設備､ システム､ プロセスを特定すること､ 及びそれらに
関る要員を特定することである｡
なお､ 規定中にある ｢組織のために働く要員｣ の例として ｢附属書. ４. ３｣ では､ ｢サー
ビス請負業､ パートタイマー及び臨時スタッフ｣ を挙げている｡ また､ ｢著しいエネルギーの
使用｣ の著しさの基準は組織が決定することになっている｡ ここでの著しい (	
) は




るか､ その要因､ 変数を特定するステップである｡ この要因・変数には､ 組織が計画可能な要
因と操作不能な要因がある｡ 前者の例として､ 生産費､ 営業時間､ 要員等であり､ 後者の例と
しては､ 温度､ 湿度等の気候要因等が代表的なものである｡






合も､ 何らかの原単位 (生産量当たりや床面積当たり等) である場合も､ 比率 (例えば再生産
可能エネルギー利用率) である場合もある｡
 将来のエネルギーの使用及び使用量の予測
将来としてどの時点まで予測するかは､ 組織の決定事項であるが､ ｢４. ２. １ トップマ
ネジメント｣ で求められている長期 (事業) 計画の計画期間というのが１つの範囲と考えられ
る｡ また予測の精度についても組織の決定事項であるが､ 最低限､ 長期 (事業) 計画の検討に
有効な程度の内容は求められよう｡ 例えば､ エネルギー使用量の総量､ 生産量､ サービス量当
たりのエネルギー使用原単位等が対象となる｡
｢	) エネルギーパフォーマンスの改善機会の特定と優先度の決定｣ とはなにか？







特定された改善の機会については､ 優先度を決定することが求められている｡ ただし､ 優先
度を決定する方法や基準は示されておらず､ したがってこれも組織が決定しなければならない｡


































のである｡ この表の蓄積によって､ ｢) 著しいエネルギー使用領域の特定｣ における､




































































































１ 製鋼・製鋼圧延業 18943 905 102390
粗鋼量
(単位： )























































れている｡ 前出の表２は､ 省エネ法の定期報告書をもとにしているが､ エネルギー使用原単位








前出の表２においては､ エネルギー使用に係る原単位 (今年度分) が	
に相当する｡




ここでいう設計とは､ 施設､ 設備､ システム及びプロセスの新設､ 改造及び改修に伴う設計














４. ５. ６ 設計






備能力の効率向上が想定される｡ 照明設備では光源の変更､ 即ち､ 蛍光灯→ランプ､ 水
銀ランプ→セラミックメタルハライドランプ等､ 人感センサーや初期照度補正機能付器具の設
置なども検討対象である｡
つまり本項では､ 施設､ 設備､ システム及びプロセスの新設､ 改造及び改修があった場合､
どのようにエネルギーパフォーマンスを評価してその結果を設計に取り入れてパフォーマンス
向上に寄与したのかを明確にして記録に残す必要がある｡
８. エネルギーサービス､ 製品､ 設備及びエネルギーの調達
組織にとって当該要求事項に該当する調達する製品､ 設備､ サービスの対象は具体的に何が
対象になるかを確定する必要がある｡ 多くの場合､ これらの調達製品､ 設備､ サービスは ｢４.




ち合わせ内容､ 製品仕様書などが該当する｡ 設備機器の調達の目安となるのは､ ｢トップラン
ナー制度｣ である｡ ｢トップランナー制度｣ とは省エネ法に基づく機器のエネルギー消費効率
基準の策定方法である｡ エネルギー多消費機器のうち省エネ法で指定する特定機器の省エネル
ギー基準を､ 各々の機器において､ 基準設定時に商品化されている製品のうち ｢最も省エネ性







４. ５. ７ エネルギーサービス､ 製品､ 設備及びエネルギーの調達
著しいエネルギーの使用に影響を及ぼす場合､ 又はその可能性のあるエネルギーサービ

































・日本規格協会編集 『対訳 50001：2011 ( 50001：2011) エネルギーマネジメントの国際規格』
(2011､ 日本規格協会)
・寺田博監修 『50001エネルギーマネジメントシステム』 (2011､ 日本能率協会マネジメントシステム)




・西尾匡弘著 『すぐわかる50001 (エネルギーマネジメントシステム)』 (2011､ 日本規格協会)
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